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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

本調整会議の趣旨について

【議題１】



(独)海技教育機構の内航船員養成に関する調整会議の趣旨

第１回 （6月5日）

◆ 業界のニーズや最近の技術革新等に適応した優秀な船員の養成、内航船員の高齢化の進展による船員不足への対応が必要。海技教
育機構には、船員教育における質の向上や内航船員養成数の拡大の実現、また、青少年を中心とした海事思想の普及等が期待。

◆ 一方、海技教育機構は、H13年の独立行政法人化以降、その予算（運営費交付金）は約３割削減。この状態を放置したまま個々の弥縫
策を行うのみでは、求められる船員教育や海事振興のニーズに応えられないおそれ。しかも、学校施設や練習船の老朽化が進み、学校
の耐震化すら難しい状況。

現状

第2回 （7月） 第3回 （9月） 第4回 （10月)

◆ 教育の質の向上方策
海上技術短大への重点化、甲・機専科教育への移行、機関科工作技能訓練の新設、ECDIS（電子海図）等の新たな講習等の実施

◆ 内航養成定員拡大方策
上記教育改革による乗船実習期間の短縮など効率的・効果的な教育の実施を図り、養成定員拡大を目指す

◆ 受益者負担のあり方及び自己収入拡大方策
社船実習の拡大、学校・学生への支援、学校所在地や練習船寄港地の自治体・海事団体・海運事業者等による支援 等

◆ 海事振興の促進方策
帆船をはじめとした練習船を活用した、学生募集の強化・シップスクールほか船内体験活動等による広報拡大・海洋教育との連携

具体方策について意見交換

・教育の質の向上
・養成定員拡大
・受益者負担のあり方
・海事振興への取り組み

全体とりまとめ具体方策、方向性の審議

・第2回までに整理した内容に
ついて議論

◆ H29年4月21日「第7回内航海運の活性化に向けた今後の方向性検討会」において、海技教育機構のあり方の検討（教育の質の向上及
び養成定員の拡大）についての必要性を提案。

◆ これを受け、関係教育機関や業界団体等との「海技教育機構の内航船員養成に関する調整会議」を設置し、年内を目途にとりまとめ。関
係者間で、海技教育機構における船員教育の方向性を議論し、受益者負担の適正化を含め、合意形成を図る。

目的

具体方策の提示

・JMETSの現状と課題の把握
・教育の質の向上方策

・内航業界等のニーズ確認等

検討項目

進め方

【資料１】



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

（独）海技教育機構の現状・
課題について

【議題２】



（独）海技教育機構の概要

概要
主な業務 船員及び船員志望者に対する船舶の運航に関する学術・技能の教授（学科の実施）並びに

航海訓練（乗船実習）
所在地 神奈川県横浜市中区北仲通５－５７横浜第二合同庁舎２０階

沿革

業務の概要

海技専門学院

運輸省海技大学校

国土交通省海技大学校

（独）海技大学校

逓信省海員養成所

運輸通信省海員養成所

運輸省海員養成所

運輸省海員学校

国土交通省海員学校

（独）海員学校

（独）海技教育機構

S.14

S.18

S.20

S.27

S.36

H.13

H.18

〃

人員・組織 平成２９年４月１日

役員数 ７名 職員数 ５９５名

○ 海上技術学校及び海上技術短期大学校を全国に配置し、新人船員の養成を実施。

○ 海技大学校においては、既存の船員等を対象として、上級の海技資格取得を目的とする
教育やシミュレータ等を活用して、船舶機器の技術革新に対応した実務教育を実施するな
ど、新人教育や海運会社のニーズに対応した再教育を総合的に実施。

平成29年度予算(百万円)

収入 運営費交付金 ７，３６８
受託収入 ２７
業務収入 ８７８
施設整備費補助金 ７２
合計 ８，３４５

支出 人件費 ５，７３８
業務経費 ２，１２２
受託経費 ２７
一般管理費 ３８６
施設整備費 ７２
合計 ８，３４５

統合

国土交通省航海訓練所

（独）航海訓練所

逓信省海務院航海訓練所

運輸省航海訓練所

統合

H.28 （独）海技教育機構

総務部

企画調整部

学校教育部

航海訓練部

上級教育・研究国際部

安全・危機管理室

海技大学校

理事長 理事

監査室

練習船

監事

（５隻）

海上技術短期大学校

（ 宮古、清水、波方）

海上技術学校 神戸分室

（小樽、館山
唐津、口之津）

清水総合
研修ｾﾝﾀｰ

○ ５隻の練習船で、商船系船員教育機関15校（商船系大学（2校）、商船系高等専門学校
（5校）、海上技術短期大学校（3校）、海上技術学校（4校）及び海技大学校（1校））の
学生等に対し航海訓練を実施。

【資料２】 ①



海上技術短期大学校

海上技術学校

海技大学校

８校

商船系大学

２校

国土交通省所管
（独）海技教育機構

練習船５隻（航海訓練）

芦
屋

180名

銀河丸

180名

青雲丸

108名

海王丸

120名

日本丸

1,376人･月

商船系大学（2校）

商船系高等専門学校（５校）

海上技術短期大学校（3校）
海

技

教

育

機

構

海上技術学校（４校）

◆４級、高卒対象
◆修業期間２年

◆４級、中卒対象
◆修業期間３年６月

海技大学校（１校）

200名

160名

250名

140名

120名

大成丸

学
科

東
京

小
樽

宮
古

清
水

館
山

富
山

鳥
羽

弓
削

広
島

大
島

唐
津

口
之
津

波
方

神
戸

横
浜
（
本
部
）

商船系高等専門学校

５校

文部科学省所管

30名
10名

帆船

汽船

人員数は実習生定員数

練習船

乗船実習

乗船実習を委託

○船員となるための海技士免状（国家資格）を取得するには、学科（理論の習得）と乗船実習（運航技能
の習得）が必要。これらを、次の船員教育機関が役割分担の上で、連携して実施。
・学科を教える：（独）海技教育機構8校、商船系の大学2校及び高専5校
・乗船実習を、上記１５校に対して一元的に行う：（独）海技教育機構練習船５隻

◆３級（上記学校卒対象）
◆３級（上記学校卒以外対象）

◆３級、乗船実習科

◆３級、商船学科

学科

船員教育体制
【資料２】 ②
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0.8
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60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

運営費予算（補正予算除く）の推移

（億円）

（
国
費
）

運
営
費
交
付
金

自
己
収
入

※ 四捨五入のため、合計が一致しない箇所がある。

独立行政法人化
独立行政法人整理合理化計画
（平成19年12月24日閣議決定）
・自己収入拡大

独立行政法人の事務・事業の
見直しの基本方針

（平成22年12月７日閣議決定）
・自己収入拡大

平成１３年度の独立行政法人化以降、業務の効率化により経費を削減。

H17.3 沖縄校廃校

H16.2 北斗丸廃船

H16.4 新銀河丸就航

H21.3 児島分校
業務停止

H18.4 員校・海大統合

独立行政法人改革等に関する
基本的な方針

（平成25年12月24日閣議決定）
・自己収入拡大
・統合

H26.4 新大成丸就航

H23.3 東日本大震災 H28.4
機構・航訓統合

中期目標期間

総人件費改革

人件費カット

中期目標期間 中期目標期間

（年度）

31億円削減（30％）

H26.4 大成丸リース
返済開始
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運営費交付金予算内訳の推移

(億円)

(年度)

平成１３年度：１０５億円

平成２９年度：７４億円

３１億円削減

運営費交付金の推移 人 件 費

(年度)

(年度)

(億円)

物 件 費

（30％削減）

※平成18年度に海技大学校と海員学校が統合
して海技教育機構となった。

※平成28年度海技教育機構と航海訓練所が統
合して海技教育機構となった。

(億円)

105.1 
104.0 

106.3 

97.3 98.3 
95.9 

93.4 93.1 
90.4 

84.6 
80.9 

77.7 
74.0 

77.4 75.7 74.1 73.7 

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

72.273.073.7

67.968.768.367.468.4
66.1

64.5
62.7

58.9

53.5

57.6
55.9

57.4 57.4 

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

33.634.3
33.4

30.330.6
29.1

27.7
26.826.8

23.3
21.522.2

25.0
26.226.9

26.0 
25.1 

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
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職員数の推移

230

210

228

196

航 海 訓 練 所

教員 一般職等

134

129

100

68

H13

H14

H15

H16

H17

H18

H19

H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H27

海 技 教 育 機 構

教員 一般職等

H16
北斗丸廃船

H17
沖縄校廃校

単位（人）

335261

教員 一般職等

H28
海技教育機構 航海訓練所

統 合

67名減（-20％）
※H13比較

29名減（-8％）
※H13比較

H18
海技大学校と
海員学校が統合

・教員・・・教育職（一）及び（二）
・一般職等・・・事務職員

・教員・・・教育職（一）、海事職（一）、海事職（二）（部員の次
長以上）
・一般職等・・・海事職（二）（部員の次長未満）及び事務職員

・教員・・・旧海技教育機構の教育職（一）及び（二）、また、旧航海訓練所の教育職（一）、海事職（一）、海事職（二）（部員の次長以上）
・一般職等・・・旧海技教育機構の事務職員、また、旧航海訓練所の海事職（二）（部員の次長未満）及び事務職員
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学校名 課 程 定 員（人） 本館・教室（年） 寄宿舎・寮（年）

小 樽

本科
（海上技術学校）

30 40 40

館 山 40 25 24

唐 津 40 44 50

口之津 30 40
41

50（女子寮）

宮 古
専修科
（海上技術
短期大学校）

45 28 28

清 水 115 49 49

波 方 90 49 43

学校施設及び練習船の現状

船 名 船 種 総トン数
実習生定員
（人）

建造経過年数
（H29.3月時点）（年）

代替時期
到達年

日本丸
帆 船

2,570トン 120 32 H46

海王丸 2,556トン 108 27 H51

銀河丸

汽 船

6,185トン 180 12 H46

青雲丸 5,890トン 180 19 H39

大成丸 3,990トン 120 3 H56

学校の主要施設の経過年数及び耐震工事の必要性

練習船

耐震化工事困難

耐震化工事済

H29年度工事着手予定

（H29.3月時点）

新耐震基準（1981年施工）以降
に建築された建物

耐震化設計済（工事費について
は、H30年度以降予算要求）

※ 各学校の校内練習船の建造経過年数 22年～23年

【資料２】 ⑥



入学・応募状況

2.5 
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1.9 
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2.7 

2.1 
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入学定員 応募者数 入学者数 入学応募倍率（本科） 入学応募倍率（専修科） 実受験倍率（本科） 実受験倍率（専修科）

0
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370350350350
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380
380

340
380
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1,292

1,017
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390372387391386
405405387

336
365

426406
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380

873863
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880884

801

913

1200

1400

390
390

648

863

405 391

1000

800

600

400

200

0

4.0

440 440 440 440410

787

入学定員・応募者数・入学者数（人）
入学応募倍率・実受験倍率（倍）

H17
沖縄校廃校

H18
清水校司ちゅう・
事務科廃止

H20
宮古校専修科移行

平成

（年度）
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進路状況

本科・専修科卒業者における進路状況の割合（平成２４年度～２８年度計）

本科
632人

内航
445人（70%）

外航
7人（1%）

カーフェリー/
旅客船

52人（8%）

官公庁
21人（3%）

水産系
10人（2%）

外航
12人（1%）

内航
827人（73%）

カーフェリー/
旅客船

175人（15%）

官公庁
49人（4%）

水産系
23人（2%）

専修科
1137人

2

4

5

2

6

248

256

254

254

43

40

48

47

49

15

12

21

9

13

7

4

9

6

7

33

28

30

28

29

0 50 100 150 200 250 300 350 400

平成28年度

平成27年度

平成26年度

平成25年度

平成24年度

外航 内航 カーフェリー/旅客船 官公庁 水産系 進学（海事関連分野）

（人）

（卒業年度）

※ 260

358

346

369

336

360

本科・専修科卒業者における進路状況の経年変化（平成２４年度～２８年度）

進学（海事関連分野）
97人（15%）

進学（海事関連分野）
51人（4%）

（参考）船員教育機関別内航業界
就職者の割合（平成２７年度）

商船系大学
11人（1%）

商船系高専
80人（10%）

東海大学
18人（2%）

・海上技術学校
・海上技術短期大学校
・海技大学校
（本科・専修科からの進学者）

305人（39%）

海大新６級 14人（2%）

民間新６級
71人（9%）

東京海洋大学
水産専攻科

9人（1%）

水産大学校
13人（2%）

水産高校
（含：専攻科）
268人（34%）

合計
789人
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海技試験合格率の推移

50

60

70

80

90

100

H24 H25 H26 H27 H28 H24 H25 H26 H27 H28

合格目標値
75％以上

（H24～H27）

合格目標値
90％以上
（H24～H27）

本科 専修科

79.8

65.8

76.4

82.3

78.3

100

92.0
93.4

95.9 96.8

（％）

（年度）

海技試験の合格率については、四級海技士国家試験航海・機関の両方を合格した者の割合を算出

合格目標値
80％以上
（H28～）

合格目標値
95％以上
（H28～）
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実習生乗船率推移
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※各四半期最大数の平均値
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効率的運営のための課題

一般に、独立行政法人は、政策実施機関として政府方針に基づき、効率的な運営が求められている。

(独)海技教育機構においては、平成13年の独法化以降、運営費交付金の削減、学校及び練習船の合
理化、自己収入の拡大等により、運営の効率化に努めてきた。

経緯

(独)海技教育機構は、平成28年の統合により、我が国最大の船員養成機関となり、海運の安定性、海
技の世代感の安定的な伝承等の観点から、海洋国家である我が国にとって重要な役割を担っており、「教
育の質の向上（教育内容の高度化）」、「養成定員の拡大」といった業界ニーズに応える必要がある。

今後は、「船員養成機関の核」となり、如何なる社会情勢においても、保有するリソースを最大限有効に
活用して、船員志望者に対し、質の高い教育訓練を提供することにより、外航・内航業界に優秀な船員を
一定数輩出し、もって海上輸送の安定・安全に貢献していくことが求められており、このことは法に定めら
れた組織としての使命である。

使命

政策実施に必要とされる人的資源・物的資源と確保可能な予算の均衡が崩れ、このままでは業務の質
を低下させる懸念がある。更には、学校施設の耐震化や練習船の老朽化への対応も課題。
このような状況の中、効率的かつ効果的な教育体制の構築等を検討することが必要。

課題
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

教育の質の向上のための
具体方策について

【議題３】



海技短大への重点化

海技短大 海技学校

メリット

・短期間（２年）で４級海技士養成が可能。
・海技学校に比べ養成期間が短い分、養成人数が多い。
・事業者の評価が高い。
・高校卒業者であるため基礎学力も身につけており、教育
の高度化にマッチしている。
・全国規模での募集が可能。
・海技学校に比べ、生活指導に係る教員の負担が少ない。

・海技短大と比べ、低年齢で資格取得や就職が可能。
また、高卒同等認定が得られる。
・応募者は地元出身者が多く、安定した応募者を見込める。
・海技短大と異なるターゲット（中学校）から応募者が見込
める。

デメリット

・応募者が景気変動、他業種の求人動向等外的要因に左
右される傾向にある。

・海技短大に比べ、修業年限が長い（３年）。
・高卒同等認定カリキュラムが必要であり、専門教育の高
度化が困難。
・海技短大に比べ年齢が低いため、生活指導に係る教員
の負担が大きい。

海技短大と海技学校のメリット・デメリット

○ 国際条約改正への対応、最近の技術革新等に適応した高度な知識・技能を持った優秀な船員の養成が求めら
れている。

○ 海技短大は、高校卒業者以上を対象とし専門教育に特化しているため、教育の高度化が可能。
○ 修業年限は、海技学校の３年に対し海技短大は２年であり、同じ施設においても１．５倍の定員増が可能。

実施に必要な措置： 内航海運業界ニーズの確認、中学卒業の船員志望者への対応、応募者募集活動 等
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甲・機専科教育への移行による教育の高度化・深度化

甲・機専科教育 甲機両用教育

メリット ・両用教育に比して、専門系教育の深度化による質の向上
が図られる

・教育の効率化、深度化及び業界ニーズへの対応が可能
（ECDIS講習等の新たな訓練等の付加）
・学生の負担軽減
・海技短大の修業年限短縮の可能性

・在学中に進路決定（甲・機の選択）が可能
・二つの資格取得の機会があり、就職後の職種変更（本人
の適性）にも対応可能
・甲・機需要の変動に対応可
・就職後、反対職への理解が船内連携等の業務に役立つ

デメリット ・甲・機需要の変動に対応し難くなる可能性
・現状では、機関部志望者の割合は低く、機関科定員の確
保が困難となる可能性
・魅力の減少（二つの資格取得機会の喪失）による応募倍
率の低下が懸念
・入学後の職種内容に対するミスマッチの懸念

・使わない反対職資格教育への国費負担
・学生の負担増（教育の詰め込み感）
・学習の深度化ができない。また、STCW条約等の新たな要
件に対応する時間的余裕がない

〇国際条約や事業者ニーズを踏まえ、カリキュラムを見直し、教育の専門性を高める。

〇 そのため、４級養成について、現行の甲機両用教育※1から甲・機専科教育※2に移行し、高度化・深度化を図る。

〇 しかも、学校修業年限や練習船実習期間の短縮が可能と考えられる。

※１ ４級甲機両用教育 同一人が航海科・機関科の教育内容を学ぶ。４級海技士（航海）及び（機関）資格にかかる履歴を同時に取得。

※2 ４級甲・機専科教育 同一人が航海科又は機関科の教育内容を学ぶ。４級海技士（航海）又は（機関）資格にかかる履歴を取得。

実施に必要な措置 ： 応募者の確保（特に機関科）、学校の魅力の確保、業界のニーズに沿った専門教育の充実、
教員の確保、航海科・機関科の定員比率の検討
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○ＳＴＣＷ条約（マニラ改正後）
第２－１規則 総トン数５００トン以上の船舶において甲板部の当直を担当する職員の資格証明のための最小限の要件
・承認された訓練の場合、１２月以上の海上航行業務 又は、訓練計画がない場合、３６月以上の海上航行業務

第３－１規則 人員が配置される機関区域の機関部の当直を担当する職員の資格証明のための最小限の要件
・承認された訓練の場合、１２月以上の工作技能訓練及び海上航行業務 （海上航行業務は６月以上）
又は、訓練計画がない場合、３６月以上の工作技能訓練及び海上航行業務 （海上航行業務は３０月以上）

○船舶職員及び小型船舶操縦者法施行規則
第２６条 学校卒業者に対する乗船履歴の特例
・海上技術短期大学校を卒業した者の場合、練習船による実習 ９月（反対系の実習を併せて行うことができる）

なお、ＳＴＣＷ条約に適合させるため、履歴限定期間（３月）は職員として就業することを制限している。

甲・機専科教育移行による乗船実習期間の短縮

○ 海技短大においては、練習船による９月の乗船実習が課せられており、その９月の期間中に航海・機関両方の
実習を行っている。

○ 甲・機専科教育移行により、航海・機関いずれかの実習となるため乗船実習期間の短縮が可能と考えられる。

共通系実習

機関系実習

航海系実習

現状（両用教育）

航海系

機関系

共
通

練習船 ９月 ＋履歴限定（３月）

全実習時間 1,125時間
共通123時間
航海系451時間（＋深度化100時間）
機関系451時間（＋深度化100時間）

航海専科

機関専科

航海系

機関系共通

甲・機専科教育

練習船 ６月 ＋履歴限定（６月）

共通

全実習時間 750時間
共通123時間
航海又は機関系451時間 ＋深度化100時間

＋高度化 76時間

ＳＴＣＷ条約、国内法における乗船実習期間の考え方

実施に必要な措置： 省令、告示の改正、履歴限定期間に係る記録簿告示の遵守、練習船の配乗、高度化訓練機材の導入等
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甲・機専科教育移行による修業年限短縮

○ 海技短大においては、学校では１年３月の座学を実施しており、その期間に航海・機関両方の座学を行っている。

○ 登録船舶職員養成施設の教育の内容の基準等を定める告示においては、期間は１年以上と規定されている。

○ 甲・機専科教育移行により、航海・機関いずれかの座学となるため修業年限の短縮が可能と考えられる。

現状（両用教育）

航海系

機関系

共通

座学 1年３月

基準告示では、以下のとおり規定
・４級海技士（航海）の科目 ２５単位以上
・４級海技士（機関）の科目 ２５単位以上
両方の単位取得が必要

航海専科

機関専科

航海系

機関系

甲・機専科教育

共
通

共
通

座学 1年
・４級海技士（航海）の科目 ２５単位以上
・４級海技士（機関）の科目 ２５単位以上
いずれかの単位数に加え、深度化、高度化、
反対系の理解に対応可

実施に必要な措置： 修業年限短縮が学生募集・就職活動・国家試験対策に与える検討、高度化訓練機材の導入、
海技短大の魅力の確保

・現在、１年３月の座学期間において４２単位（航海・機関共通授業を含む）を教授しているが、甲・機専科教育に移行すると、それぞれ
航海科、機関科が２５単位となるため、移行後の必要座学期間は、１５月×（２５÷４２）＝８．９月となる。
・座学期間を１年に短縮した場合でも、余裕が生じた期間において高度化・深度化の教育に対応することが可能。

海上技術短期大学校の座学修業年限の短縮の考え方（一例）

○ 座学期間の短縮（１年３月➝１年）＋乗船実習期間の短縮（９月➝６月）に伴い、海上技術短期大学校の修業年限
を２年から１年６月に短縮することが可能ではないか。
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４級海技士（機関）養成における工作技能訓練の導入

○ ＳＴＣＷ条約では、海上航行業務の代替訓練として陸上における工作技能訓練（工場実習等）を認めている。

○ 船舶職員及び小型船舶操縦者法においても、３級海技士（機関）、６級海技士（機関）の養成については、乗船実
習期間の一部（３級は３月、６級は２月）を工作技能訓練（工場実習等）に代えることができると規定している。

○ ４級海技士（機関）養成についても、甲・機専科教育移行により工作技能訓練（工場実習等）を導入することが可

能。 導入により、特に保守整備やトラブル対応等について、効率的かつ効果的な訓練の実施が期待できる。

現状（両用教育）

航海系（練習船）

機関系（練習船）

共
通

練習船 ９月

航海専科

機関専科

航海系（練習船）

機関系（練習船）
共
通

甲・機専科教育

練習船 ６月

共
通

効率的かつ効果的な訓練の実施

機関系
（練習船）

共
通

機関専科教育

練習船３月＋工作技能訓練３月

機関系
（陸上施設）

各種の運転・操作系と保守整備系の訓練を
少人数のグループ単位で実施

機器運転操作 機器開放整備

制御装置調整旋盤・溶接等
工作訓練

工作技能訓練のイメージ

○重要機器の開放整備は、悪天候下での開放整
備が不可能。また、実習時間は制約される。

○実機は、保守整備の頻度に制約がある。

○練習船でのトラブル対応訓練は限定される

実機に勝る教材はないとはいえ、安全運航上の制約もある

陸上施設における工作技能訓練では、

○気象条件等に左右されないプログラムを展開。

○反復練習により、「自分でできる」技能を習得。

○多様なトラブル対応訓練が可能。

実施に必要な措置 ： 省令の改正、実施場所の確保、施設・機材の導入及び教員の確保
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業界ニーズに対応した訓練の実施

〇 ECDIS：電子海図情報表示システム 〇 BRM/ERM：船橋/機関室リソース
マネージメント

＜成果＞
• 繰り返し訓練による、航海・機関
訓練の習熟

• 自学自習システム（e-learnｉｎｇ）の
導入による自習時間の有効活用

操船/機関室
シミュレータによる訓練

実船による訓練

・現在、学校８時間、練習船８時間実施。
・希望者には残りの２４時間を、オプション（別料金）として
停泊中の練習船において、実下船日後３日間で実施を
予定している。

＜成果＞
• 国の指定する40時間の登録ECD

IS講習の実施が可能
• 練習船実習と合わせたECDISの
使用技術の向上

• 業界の要求する即戦力としての
実務能力の向上

実施に必要な措置 ： 施設・機材の導入及び教員の確保
自学自習を行うための、通信環境の整備

〇甲・機専科教育への移行に伴い、高度化・深度化実習に時間を費やすことができる。

〇 STCW条約改正に伴う業界のニーズや最近の技術革新等に適応した優秀な船員の養成、船員の質の向上にも
対応できる。

e-learning：インターネットを利用した学習
形態
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

内航養成定員拡大のための
具体方策について

【議題４】



教育改革による養成定員の拡大

１．内航船員は高齢化が著しい（約半数が５０歳以上）ことから、
将来の大量離職に伴う担い手不足が生じないよう、十分な数
の若年船員の確保・育成が引き続き必要。

２．内航船員約27,000人の内、60歳以上は約21.5%（約5,800人）
であり、これら船員が5年間で退職すると考えた場合、毎年、
1,200人程度の新規就業者が必要。

３．これまで、海技教育機構は、内航業界への就職者合計数の
約半分を担ってきたところであり、上記を勘案すると、
同機構の養成定員は、これまでの実績を踏まえ、
500人規模の養成を目指すことが適当と考えられる。

１．養成定員の大幅増（現行３９０人から５００人）を目指した段階的な拡大。

２．練習船余席の拡大により、学生募集にかかる海事思想普及・広報活動の拡充も可能。

１．教育の高度化を目指した海技短大への重点化や、甲・機専科教育への移行を図ることは、一方で、練習船実習期間や修業年限の短縮に繋がる。

２．学校・練習船の教員等の配置等の見直しや、教育の深度化を目指した乗船実習の履歴代替として工作技能訓練（工場実習等）を導入することで、練
習船余席の拡大を図る。

３．社船実習船の要件緩和等による実施船舶の拡大に取り組み、練習船余席の拡大を図る。

取組

成果

商船系大学 56人（2%）
各船員教育機関から内航業界への就職者の割合（H23～H27年度）

経緯

合 計
3,491人

・海上技術学校
・海上技術短期大学校
・海技大学校（本科・専修科
からの進学者）

1,592人（45%）

東海大学
61人（2%）

商船系高専
318人（9%）

水産高校
（含：専攻科）
1,144人（33%）

水産大学校

84人（2%）

民間新６級
161人（5%）

海大新６級
75人（2%）

１．ステークホルダー間の連携強化。

２．施設・機材の導入及び教員の確保。

実施に必要な措置

【資料４】



（独）海技教育機構の内航船員養成に関する調整会議 

委員等名簿 

（敬称略、順不同） 

 

（教育機関） 

     庄司 るり 東京海洋大学学術研究院海事システム工学部門教授 

     辻  啓介 広島商船高等専門学校長 

     阪本 敏章 （独）海技教育機構理事 

     髙田 陽介 （独）海技教育機構審議役 

     乾   眞 （独）海技教育機構企画調整部長 

 

  （労働者） 

     立川 博行 全日本海員組合政策局長 

     平岡 英彦 全日本海員組合国内局長 

     池谷 義之 全日本海員組合国際局長 

      

（使用者） 

     田中 俊弘 （一社）日本船主協会常務理事 

     山田  貢 北星海運（株）代表取締役常務 

（内航大型輸送海運組合） 

     澤  幹夫 ＪＦＥ物流（株）取締役常務執行役員 

（全国内航輸送海運組合） 

     村田  泰 八重川海運（株）代表取締役社長 

（全国海運組合連合会） 

伊川 重夫 オーシャントランス（株）専務取締役 

 

（行 政） 

高杉 典弘 海事局船員政策課長 

池光  崇 海事局内航課長 

橋本 亮二 海事局海技・振興課長 

 

（事務局）     

海事局海技・振興課 


